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独占価格と物価

—— 現 代 資 本 主 義 下 の 利 潤 分 配 替 え の メ 力 ニ ズ ム

常 盤 政 治
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〔V) 結 論

〔I〕 問題の.意義と限定

1973年の秋から翌7 4 年にかけての， 「石油危機」と 「物不足J にことよせてのとくに生活必需 

品を中心とした諸物価の高騰は，まさに "狂乱物価，，と呼ぶにふさわしいもめであった。このよう， 

な "物価狂乱" の直接的な最大の原因が大手メーカー♦ 商社等，独占的大企業をはじめ流通過程に 

おける買占め，売惜しみに根ざす便乗値上げにあったことはすでに明らかにされたところでちるが, 

そうした流通過程での操作によって不当な値上げ利益が可能になるような社会経済的宵景を考える 

と， 「管理通貨J 制度として現代資本主義に定着してしまっているインフレーションにもとづく通 

貨の減価のもつ意義は狗に大きい。しかも，「石油危機」がアメリカを中心とするメジャー（国磨石 

油資本）によって rつくられJ , 少なくとも「誇弓長された危機J であったこと，また, 74年 2 月2 7日 

の聚譲院予算委員会（「物施間題J 集中審議）での丸EH芳郎氏（洗剤トップ• メ，づ - 花王石驗社長）の証 

言において，洗剤バニックの契機が73年 6 月のアメリカの農産物輸出規制にもとづくヤシ油のr不 

足J 予想及びそれにもとづく価格騰貴の"見通し，，によるものであったことが示されているように， 

"物価‘狂乱" が国内的耍因だけでなく，国際的速関をもつ極めて幅の広いものであることを知るとき， 

現代資本主義における世界的なインフレーシHIンの很深さを改めて痛感しないわけにはいかない。

■----  43 ( 5 5 9 ) -------
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を解明する必要に迫られたとき，第 1 編第 6 章におけるかれ自身の地代源泉論をただ単にぽ述して 

すますわけにはいかなかったのである。なぜなら，これは資本制地代の源衆を解明しえない®I論内 

容しかもたなかったからである。かくして，第 2 編第 5 章では, スミス自身第1 編第 6 章の地代源 

衆論を'全く顧慮することなしに, 資本制地代が然の労働の所産 J であるという，新しい規定を 

うち出すことにな(る。地代の源衆についてスミスが*■国富論』の,なかで，相互に全く異なるふたつ 

の規定を与えた理由のひとつは，以上の考察によぅて明らかになったように，第 1 編第 6 章では， 

かれが資本制地代の源泉の解明を意因しながら，結果としては非資本制的社会における地代を考察 

してしま0 たことにある。利潤の源泉を明らかにしようとするばあい，土地所有を捨象して資本， 

赏労働関係を純粋に考察することは許される。なぜなら，資本こそは資本主義経済‘のいっさいを-支 

配する決定的な力であり，したがって，士地所まの間題の解明をぬきにしても，資本主義経済を運 

行せしめる基本動力を理解することが可能だからである。しかし，資本を捨象しては士地所有の資 

本制的形態を解明することはできない。 『国富論』第 1 編第 6 享における地代源泉論において，ス 

.ミスはこういう.点についての自覚を欠如し，そのためにスミスg 身の論理からいっても，無用な理 

論を展開してしまったといわなければならない。第 1 編第 6 ぎの地代源泉論が『国富論』のその後

の理論展開において再現することがなかったのは，そのためである。 '
■ ! • . ' -

〔もとがき：）本稿の執筆にあたって. わたくしは， *■国ま論』の初版本については，ケリーのUプ 

リント版を利用したが，第2 版および*•第 1 ，2 への増補と訂正J は大阪市立大学， また, 第3 
版については九州大学め因書館所蔵のものを利用した。 また， ガルニエ訳*■圏富論J (1802年刊） 

は京都大学図書館所蔵のものを利用した。これらの貴重図書の閲読にあや っ̂て，多くの方々のお世 

' 話になったが，とりわけ. 溝jll喜一 . 佐藤金三郎，荒枚正憲の3 氏はわたくしのために多大な便宜 

..をはかって下さった。記して謝意を表したい。

(岡山大学法文学部教授〉

^ ( 2 1 ) スミスが填2 編第5 章で，いかなる問題の設定によって，資本制地代の船]Iを解明する必要に迫られたのか，また， 

この点の解明をどのような推論を通して企てたか，といった猪論点については，拙普『ホ典派経済学のiy本問題4 第1 
ifcな節を参照されたい。 ' ’
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t m ,拙稿「く独占段陪> における価値? と物ftiib。 
松石勝漆*•独古資本主義の価洛现論248M,
同上，249H.
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(2>生産性上昇テムォ: の不均等による部門間諾商品の価値関係の变化にもとづく物価体系の変動，(3> 

独占的大企業製品の独占価格ニ生産価格以上への価格つり上げによる物価への影響とそれにもとづ 

く独占的大企業と非独占企業ニいわば中小零細企業との利潤分配替えのメカニズム，という三つの 

問題がある。（1》とは)についてはすでに別稿において論じたので，本稿では(3》に問題を限走して論ず 

ることとしたい。

したがってここでは，インフレーションによる通貨の減価'にもとづく価格の変動と生産力発*展の 

不均等性にもとづく部門間譜商品の価値関係の変化を反映する物価体ホの変動は捨象され,金本位 

制ニ金兑換制がとられていることを前提として論じられることになる。そのようにしてこそ，独占 

価格の物価への影響とそれにもとづく利潤分配替えのメカニズムが，いわば純粋に究明されること 

になるからである。そして，そのことを通じてはじめて，独占資本の成立にもとづく社会的総:剰余 

価値の独占資本生義段階的分配替えニ総利潤の不均等分配のいわぱ解剖学的帰結だけでなく，その 

いわぱ生理学的.メカニズムが解明されうるものといえよう。インフレーションによる独占的大金業 

の不等価交換的収奪も，実はそうした独占資本によるr独占価t e j にもとづく利潤分配替えのメカ 

ュズムを土台としてこそ, 真に体系的に解明されうるものといわなければならないのである。その 

意味において，この問題の究明は現代資本主義下の国民諸階級.諸階層間の所得の不平等分配関係 

のメカニズム解明の根輪をなすものといえよう。

〔I Q 従来の諸説の梭 t't

〔。 松石氏の見解

松石勝彥氏は「独占価格がいかなるメ力ュズムでもって一般的物価水準の上昇に結実していくの.
、 < . . . .  .

か_ !を解明するのは「難問中の難問であり，ー举につめるのは容易ではないJ とし，ま ず 「独占価
( 4 ) ，

格が物価水準に対してもつニ $1を背反的性格J を追跡する。そ の 「二律背反的性格」とは次の二つの'

推論のことにはかならない。

第一推論。「独占部門の独占資本による俩格の〔生産価格以上への〕つり上げは,つり上げられ

なかった場合にくらべて，より大きな有効需要をこの部門に吸収J し， 「以前には非独占部門へ向

っていた有効需耍の一*部を独占部門が横収りするJ か ら 「非独占部門に，，*‘，'相対的なf f要不足が発

生するJ 。「そこで，非独占価格は必ず低下せざるをえない。低下幅は，独占制格の上界幅にちょう
( 5 )

ど照応する。かくて，独占fiiii格の上昇と非独占価格の低落とが相殺され，物価水準は不変であるム
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現代資本主義下の独占的大企業と中小零細企業との間の利潤分配替え， したがってまたtil民諸階

极 . 諸階層問の所得分配替えのメ力ニズムは, インフレーシg ンによる通貨の減価を前提とし契機

とする物価体系のたえざる変動のなかにこそあるといわなければならない。それゆえに，今日の物

価騰貴の基:盤 は 「流通必要金量J を超えての不換銀行券の増発にもとづく「価格の度量標準」の不断

の実質的低下にあ(1り〉，これを基盤としての諸商品価格の不均等引上げによる不等倾交換関係にもと

づく独占的大企業の国民諸階層からの実質的な収海!^係が隠蔽されたかたちで行われてきたところ

にその特質があ>った。そしてこのインフレーションによる価格引上げの不均等性ぱ，必ずしも独占

的大企業製品価格の上昇率の優位性としては立ちもらわれず，生産諸部門間の生産力発展の不均等

性にもとづく諸商品の価個関係のたえざる変動のゆえに，むしろ逆に，現実にはしぱしぱ独占的大
(2 )

企業製品価格の上昇率の低位性としてあらわれることに注意すべきことはすでに指摘したところで 

あるき

このように，今日における物価騰貴は，インフレーションを-^般的基盤とし，通貨の減価にもと 

づく諸商品価格の名目的上昇のなかでの^ 昇率の不均等性，しかも甚準時点から比較時点における 

単純な価格上昇率ではなく，部門問生産力の発展テムポの差異による価値関係のたえざる変化にも 

とづくあるべき価格水準に比較しての不均等な価格上昇率による不等価交換收奪関係の再生産及び 

拡大巧生̂産にほかならないところに問題の核心があることはあらそえないが，インフレーシ3 ン収 

鸾が価格上昇率の不均等性にあるというかぎりでは，必ずしも独占的大企業でなくても条件さえゆ 

るせば（一般的には独占的大企業でなけれぱそうレた条件は)^いといえようが，決して皆無とはいえない)， 

通貨の減価率以上に価格を引上げることによってインフレーション利傳の収得が可能にもな.りうる 

し .また，しぱしぱ独占的大企業部門の生産力上昇率の著しい優位性のゆえに，独占的大企業製品 

価格の独占的つり上げの物倾への影響が隠される。少なくとも純粋な形態では必ずしも把握され 

なくなっているといわなければならない。したがって，独占的大企業製品の「独占価格J というあ 

るべき水準（一般的生産価格）以上への価格つり上げが,どのように価格水準に影響を与えながら非 

独占企業との問に利潤の分配替えを展開してゆくのかを，純粋なかたちで理論的に究明.してゆくた 

めには，インフレーションという通貨の減価の問題をひとまず措いて—— ^ ンフレーションとい5 

通貨要因を捨象して'— 論’じなけれぱならない。 さもないと， 「独占価格J という価格つり上げに 

もとづく物価騰貴なのか，通貨の減価にもとづく物価騰貴なのかが混靖されることになりかねない 

からである。

要するに，現代資本主義下めfe価問題には，（1)インフレーシg ンによる通貨の減価を基盤とした 

不均等なfilii格，) I上げにもとづく不等価交換関係の発生またはその激化を意味する物価休系の変化，

ま（1〉 三Eti務大-『金—— 01化の倏济におけるその役割—— 』58H以下参照。

( 2 ) 拙 倘 段 陪 〉における細磁法則と物価J 彼?E •■経済学ィI消 J 13. 234；̂以下夢照。

—— ' 44 (,390  ̂  -----
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同上，268こ9見 

同上，26域 。 

同上，249貝, 
同上，270H.
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•■独占価格はあるーボ;了においては，非独占部門の需要を，うことによって非独占制格にマ イ ナ ス の ' 

影響を与えるのであるが, 他の-^面にお、ては非独占資本の剰余価値を不当に海、，正常な資本蓄積 

を妨げることによって，本来ならあるべき供給水律!を低下させ，逆に非独占価格にプラスの影響を与 

えるのでちる。独占価格の非独占価格に与•えるマイナ ス の影響によって，独占価格のゥり上げ分と非 

独占倾格の低下とがちょうど相殺され，全体としては物価水準は一定にとどまるのであるが，同時に 

独占価格が資本蓄積を通して逆にプラスの影響を与えるという意図せざる結果がでてくろと，非独占 

価格は相殺的に下がらず，その結果物価水準が上界す( f j と。

このことを松石氏は「独占価格ヵ徘独占価格や一般物価水準に与える影響J の rニ面J 性として

次のように図示される。
■ . •

しバ非独占部門の需要奪取 - >需要減退- >需給比率悪化-^非独占価格低下— 物価水準一定 
独占価格く 〔第1 系列〕

, \非独占部門の蓄積阻害- >供給減退~>需絵比率改善- >非独占価格上昇- >物価水準h昇
〔第2 系列；）

そして， 「一般物価水準の上昇の決め手は， 非独占部門の需要の減退に対応する供給の減退であ

っ」て， r この二つの減退分の大きさいかんによって，亦独占価格の水準したがって一般的な物価 
■ ( 13)

水準に種々のケースが考えられJ るとして, {1)需要の減退が供給の減退分より大きい場合には，非 

独占価格は低下しはするが，独占価格に対する f非独占制格の逆対jtS的な価格低卞」はどには低下 

せず，したがって物価‘水準は上昇する。②需耍の減退分がちょうど供給の減退分と等しい場合には 

f非独占価格は上がりもせず下がりもせず，一定であるJ が，「平均としての一般物価水準J は上昇 

し，その水準は当然り）の場合より高まる。 （3) 需要の減退分が供給の減退分より小さい場合には， 

「非独占価格は下がるどころか， 'm こ上昇J し，物価水準は(2)の場合を上回り，「供給の減退ギ著し 

い場合J に!は物価水準は大幅に上昇する，と類型化し， rこのように，物価水準の上昇は，赤独占 

価格が供給の同時的減退がなかった場合とくらぺて上昇するとき，いずれの場合も不可避であり， 

その上昇幅は供給の減退，非独占価格の上昇に依存するJ としている。

以上の紹介から明らかなように，松石氏の見解は，独占価格の成立による物価水準の上昇をもっ 

ぱら需給関係を通じて解明しようとレているところに特徴がある。それだけにまた，それにまづわ 

る欠陥を必然的にともなわざるえない。

まず第I f c , 独占部門の価格つり上げによって非独占部門の需要が翁取されるというが，そのた 

めには，独占部門の価格つり上げによっても当該独占資本製品に対する需要の減退は生じないとい 

うことが前提となっていなけれぱならない。そのような前提はいかにして保障されるのか？ 独占 

部門の価格つり上げによってその独占資本製品に対する需要の減退は.どうしておこらないのか？ 

まずこのことが論賊されなければならない。独占資本製品はすべて必需品であってなによりもまず

r三旧学会雑誌J  67卷 6 号 (1974年6月）

第 2 推論。ところが * 1 9世紀から 2 0 世紀への世紀転換期に，世界の主だった資本主義国が独占

资本主義段階に'突入して以来今日に至るまで，好況期，不況期，戦時 •戦後期，平和期，天災期を

問わず，着実にたゆまず上昇し続けてきた物価の上昇傾向現を指摘し， 「現代の物価上昇は，
、 （7)

独占資本主義の形成, 発展とともに生まれ, 成長した必然的現象であり」「現実の物価水準の上昇
(8 )

はまさに独占価格に根ざしているJ 。 ■ •

かくして，松石氏によれぱ「ここで，われわれはぬきさしならぬジレンマに面する。独占資本 

による価格のつり上げは，一方では物伽水準を上昇させないのに，他方では上昇させる！ これこ 

そ矛盾である。われわれはここに，独占価格のつり上げは非独占価格の逝対応的下落によって相殺 

さK るという第1 の‘推論を放棄するか，あるいは独占価格が物価水準の上昇の根本的原因であると 

いう第 2 の推論を放棄するか，という重大な選択にせまられている……„ し力、し，簡単に放棄する 

といっても，第 2 の推論も，……独占資本主義の事実に基づいて正しいし，また第1 の推論も……,

独占価格形成の当然の理論的癌結でちって正しい。正しいものどうしが矛盾するI
( 9 )

こで完全に袋小路に入りこんでしまったJ というのでちる。

われわれはこ

こ の r袋小路」ニ r独占値格が物価水準に対してもつ二律背反的性格J を松石氏は次のように•■解 

決J する。すなわち

第 1 の推論は， •■独占価格つり上げ-^非独占部門の需要減->需給比率悪化非 4虫占価格の照応的

下樣- >物価水準一定」であるから r物価水準が一定なのは,非独占価格が照応的に下落するからで

あり，それは需給比率の悪化によるものである。，. …. / そこで，このことを逆に考えてみると，物

価水準が上昇するためには，亦独占® 格が独占価格の上昇幅だけ下落してはならず，そのためには,

豁給比率が絶対に悪化してはならない, ということになJ るが， 「独占価格による非独占部門の需

耍減は必至であり，いかんともしがたい。. そこで，需要が減少するという事情の下で，需要供給比

率の悪化を阻止する唯一の方法は，供給も同時に減少するということ以外にはないJ 。 そこで， こ

の 「非独占部門における供給減J を独占資本: 義の資本蓄積機構に求める。けだし供給の大きさ

は r投下された資本の大きさに依存し，資本の大きさは，経済の動的な発展過種= 拡大再生産過程

においては，結局資本蓄辕に帰着する。資本菩糧が当ま部門の資本の大きさを規定.し，それが供給 
(11)

量を規定するJ からであるというのである。そして独占資本主義の蓄糖機構を媒介としてf■独占価
I *

格の二重の役割J を検出することによって，独占侧格による物価上昇を論I E し帰結しようとされて 

いるのでもる。すなわち，

注（6 ) 同上，243〜4見 1920〜3將 .代の不況期における物施の下向傾向を完全に無視していることに注意。 

( ? ) 间上，244K. ,

( 8 ) 同上, 250J<。 、

( 9 ) 同上，250H。

( 1 0 ) .同上，2 5 m ,张調/;Aは原著者のもの。以下，引文巾の強調点はすべて原著者のもの，

( 1 1 ) 间上，254Mo
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注（1 9 )松石，前掲フ書，26わ 70見
( 2 0 )同上，272真。 '
( 2 1 )同上，272貝。

( 2 2 )同上，273買。
( 2 3 )あ、くして，商品価格力ぐ「高いことと高くなってゆく，騰欺してゆくこととは, 区別して考えねぱならないJ と三5{3氏 

力調していることの真意を0!解せず，刷えに「三宅成の解は誤りJ (松石，前掲書, 275貝'）としたり，「インフレ 

というめは，もともとインプレート（ふくらます）からきているのだから. 原因をとわず1 filli洛がふく‘れ上がれは’イン

' 一 4 9 ( 5 9 5 ) ——  ， ，

独占fi»i格と物価•

璧に独占価格でありう.る。消費者としての社会は，独占商品を独占価格（生産価格+めで買い，非独 

占商品を非独占価格（生産価格一めで買うことによって，独占資本は独占的超過利潤パを獲得し逆 

に非独占資本はパを失う。ところ力*、，いまや，非独占価格は生産価格一0 の水準にとどまらず，上昇 

する。これは非独占価格の利潤回復運動である。いま，労働力の価格である賞金を度外視すれば,非 

独占価格の上昇は，独占価格の上昇によって不当に奪われた自分たちの利潤を非独占資本が独占資本
(19)

から取り戻すことを意味するJ と。

ここで「貧金を度外視すればJ ということは，賃金が上昇しないかまたは非独占施格の上昇が貧 

金の上昇によって相殺されないとすれぱ，ということを意味していることはいうまでもない。

ともあれ, こうした考え方からすれぱ, 非独占部門の価格上昇は「非独占資本にとっては想われ 

た利潤の奪回であ( I j ということになる，ここでは，非占部門製品の価格が上昇する過程を通じ 

て実は独占資本の不等価交換収海関係が現実的に進行するという事実がまったく見失われてしまっ 

ているといわなければならない。けだしそこでは非独占価格の上昇がもっぱら非独占商品の需給 

関係からのみ考察されていて，独占価格での生産手段購入にもとづく非独占部門製品のコスト，ア 

ップが非独占部門の製品価格を上昇せしめるという作用が見落されているからである。非独占部門 

がその使用する生産手段を独占価格につり上げられた倾格で購入することによってコスト，アップ 

が生じ, その非独占部門製品価格がその分だけ上昇したとしても，それは非独占価格の利潤回復 

運動J などではけっしてないのである。それどころ力、，むしろそのようなコスト，アップ分は非独 

占資本がそのまますべて製品倾格に転嫁して価格引上げを行えぱよい,というかたちで独占価格に 

よる不等価;交換収痛が展開されている® である。すなわち,独占資本による価格引上げはそのまま

その関係諸商品のコスト，プッシュにもとづく価格上昇が可能であり当然でるという形態を通じ
' .

て，実は独占制格による不等価交換収寒が貫徹していることをこそ喝破しなければならないのであ

る。非独占資本にとって「奪われた利潤の奪回」がいいうるためには，こうした形態での不等価交

換収寒を明らかにした上で，そうした不等価交換収灌を解消せしめるほどの非独占価格の上昇が論

証されなけれぱならなかったのである。

非独占価格の上昇を無媒介的に「利潤率回復運動ニ利潤碑なタ等化運励_ !ととらえ，それが「独占 
' ' (22)

資本を刺激J し て 「独占価格を再度つり上げさせる」というかたちでr物価のらせん的上昇J を帰

'結するとき， もはやもっとも通浴的な物価'上 昇 の 「いたちごっこJ 論にのめりこまざるをえないで

あろ’う!> その際，いかにその「始発原因ニ根本原因は独占価格のっり上げであり，非独占価格，賞

「三fn学会#:誌J 67巻 6 号 （1974ィr* 6月）

第一義的に調達されなけれぱならないという保障はないのである。この点は問わないとしても，

第 2 に, r独占価格の二重の役割J として示された前掲，独占倾格の「ニ面J'性の図式は松石民 

の説明からして「物侧水準一定J の系列〔第 1 系列〕と 「1物価水準上昇J の系列〔第2 系列〕とは同 

時に生ずるわけではないということに窗意しなければならない。はじめにまず, 第 1 系列が発生し 

その結果として非独占部門の資本蓄積が阻I I されて第2 系列が発生することになるのである。だか 

らこれは•'独ま格の二重の役割 J とか独占価格の「ニ面J 性というよりも，むしろ独占価格の物 

価に対する一連の波及系列として把握さるべきものでる。すなわち，独占価格->非独占部門の需 

要奪取- > 需要減退- > 需給率悪化"^非:独占価格低下物価水準一定)-^非独占部門の菩積胆害供給

減退- > 需給比率改善- > 非独占価'格上昇—物価水準上昇，として。 かくしてこそ，. r現代の物値上昇
(16)

の根本的原因は，独占価格にある。物価上昇の真犯人は独占資本である」という松石氏の主張にそ
ひ7 ) .

うことにもなってまさにrめでたしめでたしJ ということになるのではなかろうか？

第 3 は，独占価格が一面では「非独占部門の需要を寒うことによって非独占価格にマイナスの影 

響を与えるJ 力;，他面非独占部門の「供給水準を低下させ，逆に非独占価格にプラスの影響を与え- 

る J (前出）とし， そのようにして上昇する非独占部門の価格上昇（生産価格 一/9 の水準以上への価格 

1 1 . ) をもって•'非独占価格上昇による利潤の奪回J と目している点にかかわる問題でちる。との 

点についての難点は少なくともニつ指網できる。一つは，非独占部門製品への需要の減退による価 

格低落に対し供の減が対応することによって非独占部門製品価格のその「低落」水準以上への回 

復を通じて物価水準が上昇するということになるが，そのような局面は，景気局面からいえぱいか 

なる局面ということになるのか？ 価格低落•供給減という意味では恐慌または不況局而というこ 

とになるのであろうが，価格の回復上界という指標からいえば景気回復.上昇局面ということにな 

る ？ 資本蓄積機構を媒介としているかぎり産業循環局面を無視することはできないはずである。

もレ，恐溢なり不況局® でるとすれぱ，恐慌，不況局面において物価が上昇するということにな 

り，景気回復* 上昇局面でるとすれば，景気上昇局面において供給が減退するということになる。 

また，景気回復，上昇局面であるとすれば，物価上昇は必ずしも供給減を措定する必耍.はなく，む 

しろ需要の増によって説明さるべき性質のものであるといわなければならないであろう。 ’ 

もう-^つは，非独占部門の価格が生産価格- ( 3 水準以上に上昇すれぱ，.それは「非独占価格の 

利潤回復運動である」としている,ことである。松石成は次のように書いている。

「独占パiffi格上界幅に照応して， ちょうどそれだけ非独占価格力客したときのみ，独占価格は完

注( 1 6 )同上，245貝。松石氏は， 制格はi'fiに物価力'、「iffjいJ ことを説明するにすぎず，rますます高くなってゆくJ こと 

を説明しえない，とする三'名義夫氏( S m .三'老 **金J 68頁，同 r今日の物t t im の基本的しくみJ «■経済J 1970ギ10 
ガぢ m % )の見解は説りであって，独lii価格を始究点にして物fiifiは •■ますますほくなってゆくJ ことがでさる,と批 
判している。 ’

< 1 7 )松お，m u ,  251貝。

( 1 8 ) 独th‘価格を•■生途価格と前提している。

—— 4 8 ( 5 9 4 ) ——
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r三[H学全雑誌J 67巻6 号 （1074年6月） .
(24)

金の上界は，独占価格によって誘発されたものである」 と強調しても，なんらの意味もなく，むし 

ろそのような発想にもとづく驗譲は， しぱしぱ現実の独占的大企業製品価格上昇率の相対的低さを
(25) ，

提示されることによってたちどころに反撃され;^好個のえじきとなるだけであることを知らねばな 

らない。

C i O セレプリャーコブの所説

松石氏が独占価格による物価水準の上昇をもっぱら需給関係を通じて「解明J しようとしたため 

に見失った諸商品の生産費的連関をとりあげ，それを通じての独占価格による物価上昇を指摘し， 

そこにとそ独占資本の独占価格による不等細交換収寒関係の存在を見出そうとしているのがセレプ

リヤ ー コ フ でもる。 '

独占資本にもとづく独占価格の成立によって生産価格体系がいかに歪められモディファイされよ 

うとも, しょせんそれは社会的価値総額の分配替えにほかならない。それは社会全体としての価格 

総額が価値総額によって規定され枠づけられているかぎり理の当然である。だが，この分配替えは, 

独占価格が一般的生産価格以上につり上げられた分だけ非独占的商品価格が引下げられるというか 

たちで，したがって物価水準に変動をもたらすことなく行われるとはかぎらない。このことに関し 

てセレプリヤーコフは次のように書いている。

' 「独占価格の設定は……価値総額を増大せしめるものではな < , ただ支配的独占に有利な分配替え

を生ぜしめるだけのことである。だがこの分配替えは，独占商品の価格が高騰して，他の価格が同じ

大きさだけ低落しまた倾値額力';不変であるのに照応して価格総額もまたやはり不変である，という

具合に行われるものではない。.… 独占の影響下における価値の分配替えはより複雑な方法で庚現さ

れ'，•，，•非独占的商品の価格は，多くの場合名目上は低落しない。それぱかりか，生産手段力i種々な独

占者たちから購入される結果，生産費の哥騰がそれに影響を及ぱす服り，多数の非独占的商品の価格
(26) ■

は幾分騰貴する傾向を帯びる」「換言すれば，価格の独占的な吊上げは平均的価格水準を招来するも
(27)

のであるJ と。

すなわち，独占価格で売られる独占資本の製品を生産手段として購入し使用する企業にとっては,

7 レと呼んでいいJ (同上，248貝）として rインフレと物価上昇を同じ意味で使ゥナこ」（同上，287頁）りすることにな 

るのであえ。もっとも，松石氏は，インフレと物価上界について氏の前掲書第11享では •■両者をはっきりと区別するI 

(同上，2 8 ?頁）とレ、， r本章でイVfフレといりた場仓には，単なる物価上昇をさすのではなくて，流通必要金量を上 

回る不換銀行券の過剰発行による価格標準の突;T{的切下げ，物価の在目め騰焚を意味する狭義の货幣的インフレをさ 

すJ (同上）と書いてはいるが，それは氏め『インフレへの货歉論的接近と構造論的接近J 洞上，2 9 0ち以下参照）と 

、、う立場からの区训であゥて，真の意味で両者を区別しているとは、V、が た 、。r渡辺平氏は，原®が  <紙僻の減細〉 

にないかぎり，インフレという用語は俠ゥてはならないと言•われる（•■現化のインフレーシンJ **経済セミナーJ 1963 
ギ 号 ) 。私はこれは行過ぎであり；またそこでダtゥても大した意味はないと思うJ (松石，前 掲 廣 2 48K ) とされ 

ている松石氏にしてみれぱ当然といえよう。

注 ( 2 4 ) 松石，前揭書，274貝。

( 2 5 ) 前揭，拙 稿 「く独tii段PS〉における価値法則と物価J 234〜5頁参照。

( 2 6 ) ヴ;  ̂ ‘ セレプリャーコフf独占資本と物価J (掘び屈一. r都!:!政夫共訳) ，88瓦

( 2 7 ) 同上，89H .

— 50(396) — -

独占価格と物価

生産費の脇，としてあらわれるために，当該企業が非独占的企業であっても生産費の騰貴を通じて 

非独占的商品の価格も，その分だけ騰贵せざるをえないというわけである。しかもその際,セレプ 

リヤ一:3 フによれぱ

「非'独占的商品の価格が; 騰貴するにしても，それは独占商品よりも遙かに緩慢でちり，また,事実 

上，物fiMI貴:が一般に不均等在行われる点より兄た〔て？〕非独占的商品の売り手はよりA じ、価格で 

売っても，少額の価値し力>受取らないのである。もし非独占的商品のfilli格が騰貴するならば，一定量 

の商品に对して今や益々少量の独占商品や価値総額の益々小さな部分をしか受饭るに過ぎないに違い 

ない。力、くて，独占の支配を基礎として生ずる平均的価格水準の上昇力';反映するものは，商品価値の 

増大ではなくて，独占価格の吊上げヤ、ある。この吊上げは他の諸商品の価格に微かに反響し独占に 

有利な価格相互関係の変化をi■さ来する。/ 換g すれば，価格の独占的吊上げは平均的価格水準の上昇 

を招来するものである。この上昇の背後には非独占的商品の極めて僅かな昂騰や，農村および都市の 

小商品生産者の生産物の取るに足らぬ昂騰や， 目賞金のよりニ層取るに足らぬ昂騰，西，よく確か 

• めるならぱその完全な欠如が隙されている。従って，実際においては，価格の不均等的身騰の，後に 

は，最も強大な独占者たちの利益のために他の資本家たちや. 労働者階級や《賃金の些細な名EI上の昂 

騰はその労働強鹿の墙大を決して墙：うに足るものではなく，実際においては，実質賞金の低下を隱蔽する見せかけ 

なのである)，価の機構を通じて収奪される小商品生産者の損失においで行われる価値総瓶の分i i替 

とが隠されているj ，.

というのである。

以上のように，セレプリヤーコフによれぱ，（1)独占資本製品の独占的価格つり上げがそれを生産 

手段として使用する非独占資本製品のコスト上昇をもたらし，そのことを通じて非独占商品価格が 

引上げられて物価水準が上昇する，（2》しかし非独’占商品価格の上昇はご'く僅かで, ，独占filH格の上昇 

率に較べれぱ不均等に低い，{3) したがってそこでは価値総額の分配替え，したがってまた剩余価値 

め分配替えが隠蔽されたかたちで進行している，というわけである。こうしたセレプリヤーコフの 

推論は内実的にはけっして誤ってはいない。だ力' ; , このことから，独古価格による総価値したがっ 

て剩金価値ニ利潤総額の分配替えのメカニズムが充分説得的に論証されたといいうるであろうか？ 

まず第1 に，不等価交換収摩を説明するのに，現実の諸財貨の価格の不均等な上昇によって説明 

することは生産諧部門間の生産力の発展テムポの不均等性にもとづく価値関係の変化を無祝するこ 

とになる力' ; , その問題は措いX 問わないとして，なによりも次のことが問題である。すなわち，独 

占価格による不等価交換閲係を財貨間の価格の不均等上昇によって説明するとしても，それが金本 

位制ニ金兑挽制のもとで行われる場合とインプレーションのもとで行われる場合との差異がまった 

く見失われてしまっていることである。けだしセレプリヤーコフにあっては，価i l R 度機能の問题

注( 2 8 )同上，88~89Ho . .
( 2 9 )そ© ことは，彼が哺国主義時代においては，一i sりcp独による莫大超過利潤の拟海にJjiわれて、、るところcp, 

fllliflf傲額の驻、分配教えは，fiUi格变動のf  i域にお'てん個 の々あ品類別に対して極めて不均等に形成されるところ 

の腾ほめ向をつく 6 出すのでふる。/ しかしザ均的制格水準のかかる上界は価値水準が趙まることなしに可能であ 
る力、，またそれはfniifiti法则と矛盾しはしないか？J (同上，89〜90K )とlllj題を提起し{!|から次の‘ように答えているこ

' - — - 5 1 ( 5 9 7 )
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独占価格と物施

(32)
すれば如何’なる,影響を-をえるかJ と問題を提起している。 氏によれぱ， rセレプリヤーコフは確か 

にfllj題の所在に気づいていたJ のであり，彼 は 「帝国主義時代においては，ー撞りの独{者による 

莫大な超過利潤の掠海に現われているところの，価値総瓶の甚しい再分配は，価格変動の鎮域にお 

いては, . 個々の商品類別に対して極.めて不均等に形成されるところの騰貴傾向をつくり出(学J 点を 

確認した上で，爛眼にも「平均的価格水準のかかる上昇は価値水準が高まるこi なしに可能である 

か，またそれは価値法則と矛盾しはしないであろうた -と間題提起してはいるが，そ の r高騰的作 

用を認めたうえでなお総i i 格は総価値の粋で制限されているというめであれぱ，それを可能なちし 

める度量標準の変更も導入せねばならないにもかかわらず， それが欠除〔如？〕.していることが
(36〉

〔セレフリヤーコブの〕決定的欠陥」であるというのである。高須貧氏によれば,

「産業資本主義段は貨酵用金の生産性と法定度量標準に変化のないかぎり，価格の全般的騰贵 

現象は生じえなかったのである。そこでは，総做値と金の社会的価値が与えられれば，流通必要金量 

が一義的に決定され（信用取引による相殺分は簡単化のために捨象する)，それを度量標準に従って一定填 

位の数量に言換えたものが価格総額に他ならなかった。価格総額は貨歉用金の供給量の従属開数であ 

り，両者の調整は一般的利潤率を媒介とする資本の移動によって行われていた。このような機構に支 

えられて産業資本主義下では線価値•総価格の一致が行われてい'たといってよい。そのメカニズムの 

中核は，総価値と金価値が与えられれぱ流通必ぎ金量が一義的に決定されるという関速であり，それ 

こそマルクスが内在的価値尺度機能と呼んだものである。価値尺度機能が正常に機能しているかぎウ, 

総価値，総伽格は一種の恒等式でありうる。したがって，独占段階になって全般的施格騰貴が何故可 

能でったかの貨幣的侧面を問題にする時に，価値尺度機能は--体変容を受けていないかどうかとい 

う問避けて通るわけにはゆかないはずであるが, セレプジャーコ？にはその決定的問題意識が欠 

けているJ

というわけである。

かくして氏は, 次のように問題を設定+ る。

「問題の焦点は，独占体における価値の低下に照応して価格が変動しない現象と非独占体において 

は逆に価値の変動が生じていないにもかかわらず価格が上昇する現象が相まって作りだす全般的な価i 

値と価格の乘離を，価値尺度機能との関連でどのように把握すべきかということである。独占段階に 

おいても商は価格形態を取らねぱならぬ以上，如何なる価格形成が行われようとも，各商品の社会 

的riDi値の現象形態はそれらの価格でしかなく , 総価値，総価格はV、つでも一致しているはずであるか 

ら，その場合問題なのは，その一致の仕方様式が産業資本主義の場合とどのように興なるかというこ

ま( 3 2 ) 同上, 227MV .
( 3 3 ) 同上，227M, /
( 3 4 ) セレプリヤーコブ，前掲書，S9~90貝，高親iミ氏による弓Iか文は必ずしもセレプリヤーコプの-文章通リではな、、が， 

ここでは高すI数氏の引用文によった。次の註(35)についても同樣でを) る， •
( 3 5 ) 同上，90頁。 ， 、 .

(36) m m i ,前揭書，229K.
( 3 7 ) かしてそういいうるでろうか？ 景気上昇局ifiiにおける物細の樊贺的臉贵の存在を全く無祝していると、わなけれ 

ぱならな、、。高敏iむtiの3就/!;の欠條がここに端がJにあらわれており，氏が細値尺族の变化をi i格の度带標れれの7在化とし 

てしか把® しえなかった拟源をなしているといえよう。

(38) jfij上，2ね〜3PH。

一一' ' 5 3 ( 5 5 9 )  - —

学会雑ま 6?卷 (5号 (197怖 6>D

が欠落しているからである。価値尺度機能の問題を欠落させたまま，独占資本による価格引上げが 

非独占'商品のコスト• アップとして作用することによって物価上界が展開されるというとき，それ 

はもはやまったく俗流的な「生産費」説以外のなにものでもありえず， 通俗的な「コスト• （プ>> 

シc O インフレ」論に途をひらくものといわなけれぱならない。

C i l O 高須賀氏の見解

こうしたセレプリャーコフの価値尺度機能についての問題'意識の欠落をするどくついているのが 

高須賀義博氏でホJ るが，f tはこの間題に対'他するに当って，金のfini値尺度機能と価格の度量標準機 

能とを区別できず，雨者を混同したために，金本位制ニね換制下でもr実質的鹿量標準の不断の低 

下が坐ずるかのように考金本位制下の独占価格による不等価 i交換関係成立のメカニズムと不換 

制下」の国家独占資本主義的インプレーシ3 ン収奪関係のメ力ニズムとの差異を見失う結果となゥ 

ている。以下, その点に焦点を置いて, 高須貧氏の所説を紹介しながら論述しておこう。

高缀賀氏は，独占的超過利潤を「産業資本主義下に存在していた超過利潤の生成，消滅が独占資 

本の出現，競争形態のま化 . 参入阻止価格の成立によって変容を受け，そめ結果独占刺潤として固 

定化した超過利としてとらえる立場から， 「独占資本の確立されている産業では，参入阻止® 

格が採用されるために，生産過程で生じた生産性の変化が直接的に価格の動きに反映されなくなり, 

かくて価値と価格の乘離が進み，他方それ以外の産業ではひ》価値から乖離した価格で独占産業の商 

品がその産業の投入物としてはいりとんでくる摩業連関効果と, （2)相対:価格調整機構の作用を通し 

て，生産性は不変であるにもかかわらず，価格が騰貴するという形で，同じく価値と価格の乖離が 

進J むが， 「このような事態は， 貨離の価値尺度機能に影響を与えるのか与えないのか，与えると

とのうちに示されている。「凶作の場合，敷物の価格は}ITjliするが，他の諾商品の価恪はそれに照応して低落するもの 

では/j：ぐ、，すなわち一般物価水準が上界する。しかしこの上好の背後に隱さ，れているのは，価値の:If/大ではなくて，そ 

の分配技えである。（■'穀物の価格がその価値を越えるのと丁庇同じだけ，他の諸商品は，自然形態においてにせよ，将 

又貨僻形態にお'^、てにせよ，その価値.以下に販荒される。然かもそれほ森の貨敝価格が低落していない填合においてざ 

えそうなのである。fiiiifihii{は，とのfiiii値総# {の：(irもめま現がIf』大する場合においてさえも，依然として同一であろ... 
…。3 (ッルクス『アドルフ. ワグネルの著作についてJ) M値が不変の場合にも，価値の名目的; 幣的ま現，すなわち 

価格の剤I tの可能性が在在するJ (セレプリす一コフ，前揭1U, 9 0 K ) と。すなわち， マルクスがr価値緩:額のi都め 

現が増大するJ といっているところを, セレプリャーコフ[ま物価の名目的騰貴ととらえて「価値の名目的貨附的ま現J 
と書いているのでる。だが，ここにりijnされているマルクスの「細値総額のI t幣的表現が増大する場合J というのは 

物fii!iの名ほめ騰貴では決してなく，実質的腾を意味しているのであ>る. そのことは，セレプ>Jャーコブの引川文に絞 

けてマルクスがr他の諸商品の総量の価格下落が殺物値超過filii格 （制格超過分）にみたない.と仮走した場合に，こ 

ういう{rtf傲額全体の贷辦でのま5 iの増大が虫じる， し力、しこの場合には，’货敝の交換価値はちょうどそれだけ（P>» 
tanto〕その価値以下に下がっモしまったのであって，‘….‘J と述ぺていることから明IさIで る 。Vが. K. Marx, Rand- 
glossen zu Adolph Wagnera „Lehrbuch der politischen Okonomie", Karl Marx • Friedrich Engels Werko, Bd.19, 
S. 3 6 1 .邦訳，プルクスrアードルブ. ヴプーダナ- 著 r経済学教科への傍化 j ! マルクスニエンゲルス全集（大J1 

Itf店)，ダU"9雄, 360H。こり点については，なお，行論におい'"Gまたとりあげる。本稿56H以下参照。

注(30〉 『現代物施体系論ホ説j 
(3 り同上，185K, ‘ ■

52(398)
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(39)
とであるJ と。

とのような自らの設問に対して高鎮賀氏は次のように自答している。 すなわち， 「本来，独占資 

本主ま下の価格上昇機構を内に含んだ独liび面格体系は，度量標取の固定化ニ法定金貿上げ伽格<b固 

定とは相入れないJ とし， r独占価格体系下で進行する価値と価格の全面的5fg離の度合に応じて法 

定鹿量標準ニ金買上げ価格を弾力的に変化できる貨龄制度が導入されれば，少なくとも金本位制度 

を維持しながら流通必要金量の供絵は可能であるけれども，価値尺度炒能はまったく変質してしま 

うであろう。なぜならぱ，産業資本主義段階では実現さるべき価格総額は資幣用金の供給量によゥ 

て制約され, 諧商品の生産と金生産とがともに一般的利潤率のま配下にあることによって，雨者の 

間の量的調節がなされた。それが金の内在的尺度機能の発現のメ力ニズムであった。ところが独占 

資本主義下では，実現さるべき価格総額は貨幣用金の供給に依存せず，独占資本の痛1立にともな 

て生産構造の内部に深くビルト• インされた価格上昇機構によって上昇し，逆に実現さるべき施格 

総額に対応するように度量標準の変更や金生産量の増加を要請するにいたっているからである。こ 

こでは産業資本主義段階でみられた度量標準め役割および価値;^ 度機能は変質し，総価値.総値格
(40)

一致のメカニズムも同一ではない」 と。 そして金本位制卞の独占価格体系のもとでは， 「独占価格

体系の定着による全般的/#価 値 •価格の乖離が進みながら,他方では法定度量標準が維持されてい

たJ if、、「この法定度量標寧はもはや価格総額，したがって個々の商品価格を一定水準に弓Iつける誘

導力を失なっているのであって，そのかぎりでは実質的には度量標準は低T しているものとみなけ

れぱならないJ 'として，「法定度量標準の形式化が進むJ ことを指摘し, 「独占価格体系は実!^的度

量標準の不断の低下を媒介として，はじめて総価値 . 総価格-^致を達成する」として，そのような
(4り

オf態 を 「価値尺度炒能の麻揮J と呼んでいる。これが高須賀氏の r価値尺度機能の麻揮J 論である。

以上長々と引用した高須賀氏の論述のなかには，いくつかの問題としなければならない重要な誤 

りがふくまれている力' ; , そうした誤りの根源は, ' はじめに指摘しておいたように，金の価値尺度機 

能と価格の度量標準機能との混同にある。そのことは，独占倾格形成による総倾格の総価値以上へ 

の r高腾作用を認めたうえゃなお総価格は紘価値の枠で制服されているというのであれば，それを
(42)

可能ならしめる度量標準の変更を導入しなければならないJ と書いているところに端的に示されて 

いる。そこでは諸商品の価格の価値以上への騰貴を名目的騰貴としてしか把握していないと、わな 

ければならない。諸商品細格の騰貴が名目的騰貴でしかないとすれぱ，まさしくそれは価格の「鹿 

ia：標準の変史J の問題でしかない。法定平础の切下げやインフレーションによる「通貨の減価」に 

もとづく諸商品fif格の名目的騰貴はまさにそれでおる。 したがって，総価格の総価値以上への騰資

独占価格と物価

注(39〉 230K。

(40) 同上, 2 3 2 -  3K .
(41) 同上, 233H参照。

(42) 同上, 22眼

をもっぱら名目的騰貴としてウみとらえ，金本位制下でも「実質的度量標準の不断の低下」力'、生ず 

ろかのように考えてしまえぱ，物価の実質的騰貴と不換制下の匿4家独占資本主義的なインフレーシ 

g ンによる「通貨の減価J (これこそまさしく度量摆準の不断のI I質的低下）にもとづく物価の名目的騰 

貴との間になんらの差別もみいだされなくなるといわなければならない。

高須贺氏は，金本位制下においても「独占価格体系は実質的度量標傘の不断の低下を媒介.として, 

はじめて総価値，総価格一致を達成するJ とし，「そのような事態を……価値尺度機能の麻揮と呼J 

んでいるが，金本位制ニ金兑換制のもとでr実質的度量標準の不断の低下J が生ずるかどうかはし 

ばらく措くとして，「実質的度量標準の不断の低下」. がどうして「価値尺度機能の麻揮J なので 

うか？ むしろ逆に，貨幣の価値尺度機能が麻揮していないからこそ，つまり貨幣でを) る 「金が 

価値尺度として機能している」からこそ，「金はfii値の尺度から価格の度量標準に艇化J し 価 格  

の 「実質的度量標準の不断の低下J が物価の名目的上昇現象としてもらわれるのである。 「実質的 

度量標準の不断の低下J はけっして貨幣の「価値尺度機能の麻揮J を意味しないのである。

金本位制下の「実質的度量標準の不断の低下」を 「価値尺度機能の麻齊J と呼び，それを「価値 

尺度機能の完全な従属化J と区別して「金本位制度からの制度的離脱下の度量標準の機能との相異
(45) ■ .

を強調するJ といっても，そをそも r突質的度量標準の低下J 'なるもの自体が金本位制= 金兑換制 

のもとでは生じえないのだから，こうした区別だては全く無意味というほかはない。しかるにもえ 

て金本位制下で、も 「ま質的度量標準の不断の低下J が生ずることを主張するとすれば，金兑換制下 

でもインフレーシ3 ンニ「通貨の減価」が生ずることを意味することにはかならないから，そこで 

は 「金本位制度からの制度的離脱下の度量標準の機能との相異J などまったくないといわなければ 

ならないであろう。 •■金本位制下の独占価格による不等価交換関係成立のメ力ニズムと不換制下の 

国家独占資本主義的インフレーション収奪関係のメカニズムとの差異を見失う結果となっているJ 

というゆえんである。 •

〔皿〕 物価の名目的上昇と実質的騰貴

■" ― 価格の度量標準の变更と価値尺度の変化——

.■ • - ， .’

こうした誤りは, 貴幣の価値尺度機能と価格の度量l i 準機能との盤同に基因しているが,それは 

また，諸商品の総価格の総価値以上への騰貴をもっぱら名目的騰貴としてしか把握し免なかったこ 

とにもとづいているのである。

5 4 {400)

法(43) Eiホ義央货齡信用譲研究』64貢。
(44) K. Marx, Zur Kritik der politischen Okonomio, Erstea Heft, Volksausgabo, Besorgt v, M-E-L-Institut, Moskau,

1934, S. 5 8 .邦訳ド経済学批判J ル，>•ン選集，M卷3; 66頁。

( 4 5 ) 高t m , 前揭IIま，233K .
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総価格の総価値以上への騰貴が名目的騰貴:にすぎないのであれば，兩者の乖離はまさしく「度量 

標準の.変更J の問題にすぎない。 f■度量標準の変'更」にずぎないかぎり， 価値尺度そのものにはな 

んらの変化もない。ここに物価の名0 的騰貴ということの特質がある。だが，諸商品の総価格の総 

価値以上への騰貴がすべての場合名目的騰貴にすぎないとはいえない。商品および金の生産性の変 

化にもとづく価値関係の変化は措いて問わないとしても，物価騰貴が，景気上昇局面におけるよ'う 

に実質的騰貴である場合には（各諸商品のその価値以上への価格の上昇率の差異にもとづく諸商品間の不 

等価交換関係は措いて問わないとしても) ，資幣の価値尺度は変化する。 この場合，価値尺'度の変化は, 

いうまでもな々' 「度量標準の变更J を伴うことなしに行われるのである。 •'度量標準のま吏J にす 

ぎない場合には価値尺度そのものにはなんらの変化もないのに対し，ここガ、は価値尺度そのものが 

変化していることに注意しなけれぱならない。

この点に関して，その一部をセレプリヤーコフも引用しているマルクスの次の叙述が示唆的であ

る。 . .

「不作にさいして穀物価格が上がれぱ，あるあたえられた労働量がよりみない生A 物に実されて

いるのだから，まず第一にその価キ力;上がる。第二には，それ以上にずっとその販売価格力;上がる。

……穀物がも® M値以上に売られえのとちょうど同じ程度だけ，他の諸商品は現物形態でであろうと

貨幣形熊でであろうと，その価値以下で売られる，しかもそれらの商品自身の貨幣価格が下がらない

場合ですらそうである。この価値総額全体の貨幣での表現が増大L た場合，だからヴァグナ一氏の言

うく交換価値〉の総額が上がっナこ場合でさえ，価値i ：額は同一のままである。他の諸商品の総量の価

下デきが穀狗の価A 超過価格（価格超過分）にみたないと仮定した場合に，こういう価値総額全体の货

幣での表現の増大が生じる。しかしこの場合には,貨幣の交換価値はちょうどそれだけCpro tanto：)

その価値以下に下がってしまったのであって，すべての商品の価値:総額は同一のままであるだけでな
. . . .  (46)

< , 貨幣を商品のなかに数えれぱ，貸幣ま现においてさえ同一のままである」。

このマルクスの叙述の「穀物がその価値以上に売られるJ 場合を引用しながら，セレプリヤーコ 
'  . (47)

フ は r価値が不変の場合にも：価値の名目的貨齡表現，すなわち価格の哥騰の可能性が存在するJ

として，「凶作の場合，穀物の価格は騰貴するが,他の諸商品の価格ゆそれに照応して低落するもの

ではない, すなわち一般物価水準が上昇する，しかしこの上界の窗後に隠されているのは，価値の
(48)

増大ではなくて，その分配替えである」と書いている。このことによってセレプリヤーデフは,「平 

均的価格水準の上昇J が 「価値水準が昂まることなしに可能であるJ こと，そして「それは細値法 

則と矛盾しはしないJ ことを論誰したつもりでいるめである。

だが，セレプリヤーコブのこの説明ではけっして充分な論誕にはなっていない。 まず， 「凶作の

注(46) K. Marx, Randglossen zu Adolph Wagners „Lehrbueh der politischen Okonomie", Marx，Engels Werke, 
Bd,19, S, 3 6 1 .邦訳，プルクスrアードルフ. ヴプブグナー著r経済学教科キ』への傍注j, ルニ.•ン全集（大月f  
店)，m m .  360頁，

( 4 7 )セレプリヤーコフ，前揭齒，90貝。

( 4 8 ) 同上，m%

‘—— ^^402)

独占価格と物価

場合, 穀物の価格は騰貴するといっても，さきのマルクスの叙述が示しているように二つの内容を 

もっている。第 1 は，穀物の単位当り価値の増大であり，第 2 は，供給減少の結果，この高まった 

価値以上への価格の騰貴である。第 1 の意味で穀物価格が騰貴:するのならば，それは単位当り「価 

値の増大J の結果である。したがってこのぱあいには，穀物で示される貨悠の価値が低下するだけ 

で, 他の条件にして変化なければ， 「他の諸商品の価格は….•..低下するものではないJ 。だから， 

•■一般物価水準が上昇するJ のである。 このばあい， 穀物の倾値総額は増大しないが単位当り価(直 

は増大しているのだから，，そこでの穀物の他わ諸商品との交換比例の変化は,.価値開係の変化の結 

果であって， 穀物が価値以上の価格で売られる'という， 不ぎ価交換の結果生ずる価値の「分配替
(49)

えJ とはわけがちがう。 ■

したがって，問題は第2 の場合である。 第 2 の場合には， 明,らかに不等価交換であり， 価値の 

•■分配替えJ である。 だが， セレプリヤーコブはそのメカニズムを充分に辦明することなく，マル 

クスからの引用をもってその論証にかえ，，しかもそこでの一般特(価水準の上昇を, . 価 値 の 「名目的 

貨幣表現，すなわち価格の昂騰J としてとらえてしまったのである。つまり，このばあいの一^般物 

価水準の上昇を名目的物価臉貴としてとらえてしまったのである。ここに誤りの根源がある。高須 

焚氏が価値尺度機能について「セレプリヤーコフにはその決定的問題意識が欠けているJ とするど 

く問題の所在を指摘しながら，氏 g らも価値尺度機能の問題を「度量標準の変更の問題_ !と同--視 

してしまい，したがって物価騰貴を名目的騰:t としてのみとらえ,実質的騰貴の存在を見失ってし 

まったのも，実はこの一般物価水準の上昇を名目的物価騰貴としてとらえているセレプリヤーコフ 

の錯覚に幻惑されてしまったからにはかならないといえよう。

穀物価格が価値以上に騰貴する場合，それは穀物価格の不等価交挽的な実質騰貴であって決’しで 

名目的騰貴ではない。だから，マルクスは•■穀物が価値以上に売られるちょうど同じ程度だけ，他 

の諸商品は現物形態でであろうと貨軟形爐でであろう, と，その価値以下で売られるJ (前掲引用文） 

といったのである。この場合，「価値以上に売られる」’ 穀物は，価値通りに売られ-V•い る 「他の諸商 

品J , およびそれらの諸商品の貨幣的表現に比較して不当に高く売られていることになり， したが 

っ て r価値以上に売られるJ 穀物を基準とすれば， 「他の諸商品J は価値以下に売られていること 

になるからである。たとえば, トン当り' 1 0万円の価値をもつ穀物がトン当り1 5方円に売られたと 

しよう。 5 万円だけ，率にして5 0 % だけ価値以上に売られているわけである。1 5万円ニ 3 0 れの企 

( 1 ^ - 3 . 75 g ) とすれば，侧値通りならぱ1 トンの穀物は本来20 :5aの金と交換されてしかるべきな 

のに， 30 の金と交換されているのだから，金は穀物を基準にすれば50%だ け （10̂ 5̂ だけ，10;^ニ 

5万円という価格の度1 ：標準であれぱ5 万円だけ）価値以下に評価されていることになり，価値以下に 

テM られている’ことになる。 「他の諸商品J の金との交換比例はそれぞれ価値通りに行われていると

注( 4 9 )前掲，拙稿，210貧

%1{403)

! i
s - 4  
1 1  
；；|

m

‘
 

.

.

.

.

.

.

. . y

4
: ，'i

s i

I
m1
- 1

1
hi
i

I
M

l i
I

m



M arx. a.a.O„ S. 3 6 1 .邦訳，前掲部 3 60K , 

前揭，圳稿，216K»
前化:> ,iWm. 217K#M,

58(舰 ）

il

r三m学会雑誌j 67巻 6 号 a9?4年6 月)

すれば価値以上に売られている穀物に対しす，「他の諸商品J はまさしく r現物形態でであろうと貸

幣形態でであろうと，その脚値以下で売られるJ ということになるわけでぢる。しかも，それらの

「価値以下で売られるJ 諸商品の貨敝表現すなわち貨僻価格（Geldpreis) はけっして下りはしないので

ある。かくて，価値以上に売られる穀物を含む譜商品の「価値総額は同一のまま '5 ? J ,それらの「価

値総額全体の貨幣での表現が増大したJ ことになる。穀物だけでなぐ，他の諸商品もすベて価値以

上に売られる場合には，諸商品相互間の不等価交換関係の程度:は，それぞれの価値以上への価格上

昇卒のいかんに依存するが，この場合にも，これらの諸商品の「価値総額全体の貨幣での表現の増

大が生じるJ 。 これらの諸商品のM値以上への価格上昇率が同じならば，諸商品相互曲の不等価交

換関係は成立しないが, 貨幣の交換価値は物価が価値以上に上昇した「ちょ > どそれだけ〔pm tanto)
(50)

その価値以下に下がってしまったJ のである。

このような賞幣の交換価値の価値以下への低下を，われわれはかつて r金 （負:幣）と譜商品との間 

め価値開係に変化のないところで起りうる金（貨幣) の相対価値の;T 落= 貨幣の購買力の低下J と呼 

んだ。このような物価の実質的騰貴にもとづく貨幣の購買力の低下は，景気上昇局面においては金
(52)

兑換制のもとでも当然おこることなのである。

景気上昇局面においては，物価の一般的騰貴として，一見価格総額が価値総額から一方的に乖離 

しているかのようにみえるが，商品価値だけでなく貨幣の価値をもふくめれぱ，価格総額はいつで 

も価値総額に一致しているのである。諸商品の価格総額が価値総額以上に騰貴している分だけ貨幣
I

の交換価値がfを下し，その分だけ貨幣の購買力が低下しているのである。このような購買力の低下 

というかたちであらわれる貨幣の相対価値の低下にもとづく価値尺度の変化を「価格の度量標準」 

の変化（低下）と混同してはならない。‘

「価格の度量標準」の変化は， 価値尺度の変化ではない。 r金 2 なヲモッテ1 0 円トスルJ という 

度量標準が「金 1 ：̂ ヲモッr 1 0 円トスルJ と変化すれば， 他の条件にして変化‘なければ，力のて 

1 0 円でちった商品価格は2 0 円に騰貴することになるが，この騰貴はあくまでも名目的であり， そ 

の商品が金2:5^によって自らの価値を表示している関係は変っていない。つまり，価値尺度はま化 

していないのである。変化したのは「価格の度量標準J だけである。 ところ力' ; , 「金 2 匆_ヲモッチ 

10円トスルJ という度量標準に变化がなくても，金の生産f t が上昇するか商品の生産性が低下する 

場合, あるいは，金と商品の生産性が共に上昇したが生産性上昇の輕度が金のほうが大きV、場合， 

及び金と商品の化産性が共に低下したが生産性下の度合が商‘品のはうが大き、、場合には，商品ftiii 

格は上界する。货撒の価値尺度が恋イヒしたからである。このような，商品および金価値そのものの

p pyggpigjf'け I'し リ，I'uiしし? ■甲 糖w,… しル̂̂̂̂
ど; fe*ト '

独占倾格と物価

変化にもとづく填合だけでなく，流通手段としての貨幣の相対価値の低下，すなわち貨幣のたんな 

る購買力の低下にもとづく場合にも価値尺鹿は変化するのでちる。けだし，この場合にも貨幣は諸 

商品の相対的価値の表現たることにかわりはないからである。

C F D 独占価格による利潤分配替えのメカニズム

前述のような，貨龄の倾値そのものの変化にもとづくものではなく，流通手段としての貨幣の相

対倾値の変化，すなわち貨幣のたんなる購買力の低下が生ずるのは，景気循]i の物価上昇局面にお

いモであることはすでに述べた。景気の好況局面においては，商品取引総、額が増大し「たえず生産

資本の諸要素が市場から引上げられ，その代りに貨幣等価だけが投げいれられるので，支仏能力あ

る需要が, それ自身からは何らの供給要素も提供することなしに増加する」ことになり， 「したが
(53)

って生活手段や生産材料の価格が騰貴する」ことになるからである。かくして，それぞれ他の企業 

の生産物を生活手段や生産手段として使用する経済の相互依存関係のもとにおいては，これらの値 

± りは費用価格の上昇としてあらわれる。しかし,かかる費用価格の上昇も好況による需要の増大 

が利潤の増加をもたらすかぎり許容され,生産価格は好況の続くかぎりかかる費用価格の上昇と一 

般利潤率の上昇によって騰貴し続ける。かかる生産価格上昇のプロセスは，市場価格の生産価格以 

上へのたえざる上昇によって特徵づけられる。その意味において，景気の好況筒面は市場価格が生 

産価格を上回っている状態である。

独占価格も，それ が 「生産価格を上回っている価格J でるという点では，こうした好況局面に
(54)

おける市場価格と同じである。独占価格が •■市場価格の一特殊形態であるJ といわれるゆえんであ 

る。
. (55)

独占資本がその製品価格をその r市場支配力によって一般的生産価格以上につり上げるJ ことに

よって, それが生産手段，であればそれを使用すネ企業の物財費が，それが生活資料であれば賞金腾

貴を媒介として人件費が，それぞれ騰貴することによって諸企業の費用価格が上昇する。かかる費

用価格の上昇を個々の企業が利潤の減少によって倉担したり，生産性の上昇によって消化しうるに

は限度があり，非独占的企業とくに中小零細企業にとっては困難であるので，かかる費用M格の上

昇は価格に転嫁され，非独占的企業の製品価格も上昇する。かくして一般物価水準が上昇すること

になる。この物価上昇のメ力ニズムは，前述の好況局面における物価騰貴のぱあいぬ司様でもる；

だから，独!^資本の市場支配力によって生産価格以上につり上げられた独占細格がコストとして波

注(53) M arx, Das Kapital, Bd. II, Volksausgabe, S. 315, M a rx ，Engels Werke, Bd. 24, S. 317 .邦訳，マルクス **資木. 
論J 青木文fll版(6)41ぼ , 大;r書店版③386K ,岩波書/ 版第2巻371真。

( 5 4 ) お鹏「独dS価格論J 遊部久歳他編*■資本論講座i (青木書;》̂0 4 , 第- -編第六章, 195貝。

( 5 5 ) 同上，221瓦前般拙稿 fOkiH段階> における細値法則と物価J 疲応 r経済* 報J 1 3 , 1 8 2および218直参脈
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及し，一般物価水举を上昇せしめるとしても，そうしたコストの上昇を価格に:転嫁しうるよヴなホ 

場状態が前提とされている.ことに注意しなけれぱならない。そのことを見落して，物filih昇 を 「独
• (56)

占資本主義の形成，発展とともに生まれ，成長した必然的現象であJ るとして，物価上昇があたか 

も無媒介的に独占資本成立の直接的結果で' もあるかのように考え，独占資本が存在していさえす 

れぱ物価上昇が必然的ででもあるかのようにいうとき， たとえぱ1929年恐慌後数年にわって，

独資本の存在にもかかわらず , 物倾水，が低落し続けたことを説明しえないことになろう， 

独占資本による独占的価格つり上げがネのまま物fiBi騰貴を一般的にもたらすわけではない。その 

ためには，少なくとも一定の，すなわち生産価格以上につり上げられた独占価格にもとづく費用価 

格の上昇を製品細格に転嫁しうるだけの市場状態が必要不可欠なのである。そじて，こうした市場 

状態を前提とした上で，独占的価格引上げによるコスト上昇をそのまま価格に転嫁しえたとしても, 

なおかつ，独価格製品を生産手段として使用する )̂|:独占的企業にとっては不利な不等(^交換関係 

による価値の分配替え，つまり利潤の被収奪関係が成立すること，すなわち，独占価格の成立によ 

る利潤分配替えのメカニズムを明らかにすることがことでの課題なのである。

まず出発点として第1 まのような五つの生産部と各生産部門の商品価値と生産価格を想定する。

〔第 1 表〕 各生ま部門の商品価値と生ま価格

部門 不変資本 可変資本 剰余価値 商品価値 生産価格 利 潤

I V  90 c lOv 10m IlOw 138 ' 38 P
n 70 c 30 V 30 m 130W 138 38 P
ra 60 c 40 V 40 m 140W 138 38 P
IV 50 c 50 V 50m 150w 138 38 P
V 40 c 60 V 60m 160w 138 38 P

計 310 c 190 V 190m 690 w 690 190 P

平均利潤率: 190m
:38%

すなわち,剰余価値率と資 

本の回転速度を同一とし，資 

本の有機的構成をそれぞれ 

I 9 0 C + 1 0 V , H70C + 3 0 V, 

raeoc + 4 0 V, IV50C + 5 0 V , 

V 4 0 C + 6 0 V として，画定資 

本価値の残存を度外视し不変 

資本はすべて商品価値に移転310 c +190V

するものと仮定する。したがって，，投下資本額ニ費用M格と仮定すれぱ，各生産部門の商品価値は, 

それぞれ投下資本額+ 剰あ価値額であり，生産価格は各生産部門の費用価格に投下資本額X 平均利 

潤率 (3 8 % )を加えた額で， それらは各部門とも等しく1 3 8である生産価格総額は 1 3 8 X 5ニ690 

であるから商品の価値総額 ( 1 110W+ n 130W + m i40w +IV 150w + V160Wニ690W )に一致し,'利潤 

総 額 （3 8 P X 5ニ1 9 0 P ) は剰余価値総額（10m + 30m + 40m + 5 0 m + 6 (m ニ1 9 0 m )に-^致している。つま 

り，価値総額ニ生産価格総額，剩余価値総額ニ利潤総額，という定式は保持されている。

このような,平均利潤率3 8 % ,生库価格 138-という，第 1 まのような状態を前提としたうえで，

I 部門が独ill資本部門として生成し 138の価格（生産価格）を 3 0 % 引上げて1?9, 4 という独占制格 

に，すなわち4 1 .4 P だけ独占的超過利潤が得られるように製品価格を引上げたとしよう（n 〜V部

注(56〉 松石，flな揭Hわ 244貝。

60(406)

' 独占値格と物価

門は非独占部門のままと'仮定する〉。こうした独占価格の成立によってI 部門製品価格が30% 上昇すれ 

ば，この引上げられた独占価格で売られるI 部門製品を生産手段（C) として使用しなけれぱならな 

い非独占部門は当然それに応じた影響をうけざるをえない。 n 〜V部門におけるC部分がすべて独 

占価格によって調達され， したがって， 各部門ともそれぞれe 部分が30% だけ引上げられたとす 

れぱ，それらの資本の有機的構成はそれぞれ第2 まのように変化する。賃金と利潤は第1 表のとき

のままであるとすれぱ，その 

結果, I 部門では利潤率は38 

% から 79. 4% に上昇したの 

に反し， n 〜V部門ではかつ 

ての38%の利潤率から，それ 

ぞれ3 1 .4 % 〜33. 9% に利潤率 

が低下することになる。各生 

産部門製品の価格上昇率は， 

独占部門であるI 部門では30 

% でおるが， n 〜V 部門では

〔第 2 表〕 資本の有機的構成と利潤率の変化

部門 不変資本 可変資本 利 .潤 製品価格
m 1まの生産 
艇洛138に対 
する製®価格 
め上昇

利潤率

I 90 c 10 V 79.4 P 179.4 30% 79.4 %
n 91c 30 V 38 P 159 15. 22% 31.4 %
ffl 78 c 40 V 38 P 156 13. 04% 32. 2 %
N 65 c 50 V 38 P 153 10. 87% 33. 04%
V 52 c 60 V 38 P 150 8.7  % 33.9 %

計 376 c ， 190 V 231.4 P 797. 4 15. 57% 40. 88%

上昇率 2 1 .29% 0 21.79% 15. 57% 7.6 %

; この上界率は第1 まの計欄を基準とした上界率である。但し利潤欄は第1 表の 

剰余価fiSE額ニ利潤総額，製品伽格欄は商品価値総額-^生産価格総額，利潤率欄は 

平均利潤承，に対する上昇率である. / 第 3 〜6 表についても同様である。

15. 22〜祭. 1 % にとどまる。 この価格上昇が, I 部門ではすべて利潤の増加としてあらわれるから> 

I 部門の利潤率はさ8 % から 79. 4 % へと箸しく増進するのに対し I I〜V部門では価格上昇の原因 

が利潤の増加ではなく，費用価格たるCの増大にある，すなわち不変資本の価格的膨張によって製 

品価格の上昇がもたらされたものであるために，製品価格が上昇したにもかかわらず利潤率は低下 

しているのである。 n 〜V 部門において価格上昇率が大きいはど利潤卒の低落の度合が大きくなレ 

ているのは，元の資本の有機的構成の差異に基因しており, 不変資本の割合が大きいはど独占的価 

格引上げの影響が大きく，それだけ所要不変資本額を膨眼させ，したがってそれだけ費用'価格を増 

加させる結果となっているからにはかならない。

第 1 まから第2 表へめ変化について次のことがいえる。独占'資本部門であるI 部門で価格を30%  

引上げたことが!!〜V部門に対してそれぞれ製品侧格引上げ要因として波及し，全体として 15.57  

% の物価上昇をもたらし, n 〜V のぎ[^独占部門では独占価格製品の値上り分をすべて製品服売価格 

に転嫁しえたにもかかわらず利潤率は低落せざるを免ない, ということこれである。非独占へ部門で 

は生産手段の値上り分をすべて当該企業の製品価格に転嫁しえているのに利潤率が低恭するのはな

ぜか？ 数学的にいえぱ利潤率:
P

C +  V
において， Cだけが膨膜してV とP が不恋であれば分母

が大きくなるのだから，利潤雜が低落するのは計算上明のことである。間題はV とP とが不変の 

ままにおかれているということの意味の解明にある。

rr部門についていえば，7 0 c の細値しかないものが9 1 C として3り％だけ価値を上圓った価格や
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独占部門から売りつけられているということであるから， ここでは， 7 0 C が本来的にはその価値 

を14単位の^  (10C ニ2 举位の金）でま現さるべきであるのに18. 2 単位の金で表現されていること， 

力まり3 0 % だけ多い金量で表現されていることになる。このようにe が 3 0 % だけ多い金量で表現 

されているという関係，すなわち，30%だけ購資力の低下した貨幣によって価値尺度がなされるの 

やあれぱ， V範癖， P 範畴も，それぞれ30 % だけ引上げられて， 39 v ,  4a 4 P となってしかるべ 

きである。そうなれば， n 部門での三範晴構成は9 1 e + 3 9 Y + 4 9 . 4 P となり，価格は159ではなく， 

179. 4 にまで上昇することになる。 つまり， 価格が全体として3 0 % 上昇してはじめて従来の利潤 

率38%がようやく保:持されるということになるのである。しかるに， V とP が不変であるというこ 

とは， C の価値尺度を基準にすれぱ，それだけV +  P が価値以下に不当に低く評価，贩売されてい 

ることを意味する。ここに独占資本製品を生産手段として使用する非独占企業がその生産手段の独 

占価格的値上り分だけ自社製品価得に転嫁しえたとしても，それだけでは以前の採算を保持しえず, 

不參価交換関係を余儀なくされることになる根拠があるのである。

では， 価格全休が30% 上昇すれば， こうした不等価交換関係は解消することになるのであろう 

か ？ そうなれぱ不等価交換の程度は縮小することになるが，不等価交換関係が全く解消すること 

になるわけではないことに注意しなければならない。 たしかに， n 部の製品価格が全体として 

.30%上昇すれば，3 8 % という名目的には以前と同じ利潤拳が保持されるが，この 3 8 % の利潤は，

I 部門での独価格成立以前の利潤率3 8 % とは意味が異なるからである。というのは， I 部門にお 

‘ける 3 0 % の価格上昇はすべて利潤の増大を意味するが, n 部門では，3 0 % の価格上昇といっても， 

その平分以上がC部分の価格上昇に基因しているからである。第 2 表のような状態を考えても,社 

会全体としての名目的平均利潤率は40. 88% , 3 8 % より2. 8 8 % だけ上昇しているのだから， n 部 

門の製品価格が全体として3 0 % 上昇して ’3 8 % の名目的利潤率を保持しても実質的利潤率は平均利 

潤率以下に低落することになることは，容易に理解しうるところであろうC

〔第3 表〕 非独由部門の利潤率が38% Iこ保持される場合 したがっ て，第 2 表のように,n 〜  

V部門におけるC部分の値上り分だ 

•けの製品価格への転嫁では, 当然n  

〜V 部門にとって不利な不等価交換 

開係のなかにひき入れられることに 

なるのであり，第 3 まのように利潤 

本3 8 % が保持されるように利潤部分 

を湖火せしめるべく価格をりI上げて 

さえも，そうした#缴占部 r j にとって不刺な不等価交換関係は解消されないのである。第 31^にお 

ける社会的平均利潤#《が 45. 3 1 % であることが, そのことを端的に示している。すなわち，第 31?ミ

—— 62 ( m )

部 門 不変資本 可変資本 利 潤 製品価格 利潤率

I 90 c 10 V 79. 4 P 179.4 79. 4%

n 91 C 30 V 45. 98 P 166. 98 38%

m 78 c 40 V M. 84 P 162. 84 38%

IV 65 c 50 V 43 .7  P 158.7 38%

V 52 c 60v 42. 56 P 154.56 . 38%

tl- 376 c 190 V 256, 48’ P 822, 48 45. 31%

± M ^ 21.29% 0 3 4 .り9% 18. 2% 19, 24%

- 11    -

〔第4 表〕 赁金上昇によって利潤が垂食される場合

独 巧 格 と物価 ,

は，独占資本めI 部門では79. 4 % と，平均利潤率（45. 31 % )を上回る独占的超過利潤を収得してい 

るのに,非独占部門n 〜V で、は 3 8 % という平均利潤以下の利潤率の取得に甘んじていることを示 

している。第 3 表では，独占的価格つり上げでI 部門の製品価格が3 0 % 上昇し， 非独占部門でも 

それによるコスト上昇に対応するた 

めに利潤率3 8 % が保持されるよう 

に，それぞれ製品価格を引上げた結 

果，社会全体として18. 2 % め物価 

上昇が生じた。その結果,ま質賞金 

を保持するために賞金引上げが行わ 

れ，この賃金引上げ分が各生産部門 

の利潤を蛋食するものとすれば，各

部 門 不変資本 可変資本 利 潤 製品価格 利 潤 率

I 90 c 11.82 V 77. 58P 179. 4 7 6 .19%
n 91 C ■ 35. 46 V 40 .5 2 P 166. 98 32. 04%
m 78 c 47. 28 V 3 7 .5 6 P 162. 84 29 .98%
IV 65 c 59 .1  V 34. 6 P 158.7 27. 88%
V 52 c 70. 92 V 31 .6 4 P 154 56 25. 74%

計 376 e 22 4  58 V 221.9  P 822.48 3 6 .95%

上昇率 . 2 L 29% 18. 2% 16. 79% 18. 2% A 2. 76%

部r jの利潤率は第4 表のように低落+ る。しかしここでも，独占部門たる I 部門の利潤率は平均 

利潤率以上であり，非独占部門たるn 〜V部門では平均利潤率以下の利潤率であることにおいては 

かわりはない。

18. 2% の物価上昇に対応して資金も18. 2%上昇しこの貧金上昇が利潤を香食することが非独占 

部門では再生産上許容できず， C +  V の値上りに対して3 8 % の利潤を保持できるように各部門の 

製品価格が51上げられるとすれば，各部門の製品価格は第5 表のようになる。

’ 〔第 5 表〕 費用価格の上昇Iこ对して38%の利潤率が非独占部門て*保持される場合

部 門 不変資本 可変資本 利 潤 製品価格

第1 5!iのを産 
価格に対する 
製品価格の上 
昇ポ，

利 潤 率
m 1表の利潤 38 pに対する 
利潤額の增加
率

I 90 c 1 1 .8 2  V 77.58 P 179. 4 '30 % 7 6 .19% 1 0 4 .16%
n 91 C ‘35. 46 V 48. 0548 P 174. 5148 26. 487% 38% 26. 46%
in 78 c 47. 28 V 47.6064 P 172. 8864 25. 28 % 38% 25. 28%
IV 65 c 59.1 V 47.158 P 171.258 24 .1  % 38% 24.1  %
V 52 c 70.92 V 46. 7096 P 169. 6296 22. 92 % 38% 22. 92%

376 c 224. 58 V 267.1088 P 867. 6888 ,25. 752% 44.49% 40. 58%

上昇率 2 1 .29% 18. 2% 40. 58% 25. 725% 17.1  %

との第5 表においても，平均利潤率は44. 4 9 % であるから，独占部門たるI 部門では平均利潤以 

上の利潤率，非独占部門たる！!〜V部門では平均利潤を下回る利潤率とな::^ている。だから，とこ’ 

でも，非独占部門がC +  V 部分の値上り分だけでなく，利潤率3 8 % を保持できるように利潤を増 

額して製品価格に転嫁させても，なおかつ不等価交換的利脾の分配替えが行われるととが明白であ 

る。そのことは，第 5 §5^こついていえば， C, V, P の靖範畴の膨腹率〔上昇率〕がそれぞれ2 1 .29%, 

4 0 . 5 8 % ,価格総額の膨服率は25. 7 5 2 % と， それぞれ全く相晃なる膨服率となっている

*------ 63 {409) —~
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ところに端的に暗示されているということができる。むろん，このようないい方は比喻的である。 

これらの社会的総額としての価格や諸施踏の膨胰率の差異-が直接的に不等邮交博関係を示している 

というわけではない。これらの膨服率の差異が，実は部n 間の不等価交換の結果としてちらわれて

いるという連繁を指摘する意味においてである。 .

ちなみに，第 5 まにおいて, n 〜V 部門ではすべてC部分は3 0 % 膨膜しているめに社会全体と 

しては2 1 .2 9 ^ の膨膜にとどまっているのはなぜか？ I 部門ではC部分の膨膜率が0 だからであ

る。つまり， 1 部門では製品価格が3 0 % 引上げられたが，内容的にはそのJE樹的太部分 (95. 7 % )が 

利潤の増大を意味し，貧金部分はそれ自体としては18. 2 % 増大したが， そ€>貧金上昇部分の製品 

価格値上げ幅に対する割合は僅かに4. 3 % を占めるにすぎないし， C部分は全く上昇していないの 

だから， 費用価格C c + Y ) としては僅かに1 .8 2 % 上昇しているにすぎない。これに対し，利潤範 

晴の増加率は1 0 4 .1 6 % で， 利潤は実に 2 倍以上に彫服しているのである。こうした関係を亦独占 

部門たるn 〜V部門におけるそれと比較してみれぱ, 独占部門に対する非独占部門の不利性（独占

的彼収奪関係）は一目瞭然である。

ところで，先ぎにも指摘しておいたように，この非独古部門の不利性を!!〜V部門における製品 

価格上昇率が独占部門たるI 部門におけるように3 0 % にまで上昇していないことに求めてはなら 

ない。各部門の製品価格上昇率を等しく 3 0 % として作成したのが第6 表である。この第6 表のよ

〔第 6 表〕 各部鬥とも価格上昇率30% とした場合

部 門 不'ま資本 可変資本 利 潤 製品価格

第1まの生度 
価格に対する 
製品価格の上 
界率

利 潤 率

第1去の利潤 
38 Pに対する 
利潤額の増加
率 '

I 90 c 11.82 V 77. 58 P 179.4 30% 65.1% 104.16%

n 91c 35. 46 V 52. 94 P 179.4 30% 41.8% 38. 684%

in 78 e 47. 28 V ■ 54.12 P 179. 4 30% 43.1% 42. 421%

IV 65 e 59 ,1 V 55.3 P 179.4 30% 44. 6% 45. 526%.

V 52 c 70. 92 V 56. 48 P 179.4 30% 45. 9% 48. 632%

f t 376 c 224. 58 V 296. 42 P 897 30% 49. 4% 56%

上昇率 21 .29% 18.2% 56% 30% 30%

うに， n 〜V部門でも I 部門におけると同様に3 0 % 価格上昇が行われてもなおかつ，これら非独 

占部門にとって不利な不等価交換関係は解消されないのである。けだし，これら非独占部門でも製 

品価格をそれぞれ3 0 % 引上げても，それらの値上げ幅の半分以上(64〜55%)がコズト上昇によゥ 

て蛋食されてしまっているから'である。 各部ともに'ぜ品 fllii格が 3 0 % 上昇しても，独占部門たる 

I 部門では費用価格は僅かに1 .8 2 % の昇にすぎないのに， 非独占部門たるn 〜V部門では費用 

仙i格が 26〜2 3 % め上昇を示している関係, すなわち:これである。 その結菜，製品伽格の上昇率は 

等しく 3 0 % でも, 独|お部門であるI 部門では利潤率が65* 7 % を示しているのに対し，非独占部f1. 

■ ' —  64 (410) ——

独占価格と物filli ，

では4 0 % 合の利潤率にとどまっているのである（第6 表参照)。

' 〔V 〕 結 論

' *

以上の分析から次のことが結論づけられる。

①独占資本による生産価格以上への価格つり上げ[こよって形成される独占価‘格の成立によ力て， 

それを生産手段として使用ししたがってそれを独占値格で購入しなければならない非独占金業が 

その生産手段の独占的価格値上!}分の全額を自己のお品肺格に転嫁してその分だけ価格引上げを行 

いえても，すでにそのなかに，非独企業にとって不利な不等価交換関係をもちこまれることにな 

る。 ■

②この非独占企業にとって不利な不等価交換関係は，非独占企業製品の価格を独占企業の製品価 

格上昇率と同率に引上げても決して解消するもめではない。 .

③そのことは，非独占企業の製品価格を独占企業製品の価格上昇黎以上に引上げても，その価格 

引上げ幅の•■利潤と費用価格とへの分割関係」力' ; , 独占金業製品の価格引上げ幅の「利潤と費用価 

格とへの分割関係J と同様:の比率にならないかぎり，同様にいいうる。.

④したがって, 独占価格にる不等価交換的収奪関係を是正 ‘r 石^ は,独占部門と非独占部 

門との間の生産力発展テムポの差異を捨象しても，少なくと-も，非独占部n 製品の価格上昇率が独 

占部門製品の価格上昇率を上回るような価格政策が打出されてしかるべきである（非独占部門の生産 

力発展テムボの立遅れを考慮すれぱなおさらである）。

⑥独占資本による独占的価格つり上げにもとづいて波及する物価上昇は，景気上昇局面で生ずる 

貨幣の相対価値の低下と同様に，独占的価格弓I上げによる貨幣の購買力の低下にもとづく価格尺度 

の変化に基因するものやあって，価格の度量標準の低下による物価の名目的騰貴とは異なる。後者 

においては，貨幣の商品に対する価値尺度はま化していない。だ;̂ 、らこそ，価格の度量標準の低下 

によって商品価格の呼称が変化し価格が名0 的に騰貴するめである。ところが, 前者にあっては, 

独占的な価将つり上げで当該独占価格商品がその価値（ニ生産価格）以上に販売されることによって 

その購買者の貨幣との間に不等価交換関係を生じ，その不等価交換による货幣の購買力の低下のも 

とで，たとえば等価であれば1 4単位の金量をもって自らを表示するはずのマ0 C が 1& 2 単位.とい 

う30%多い金量をもゥて表示されるというかたちで価値尺!^が変化しているのでもる。ここでの商 

品伽格の上昇は実質的騰貴であってr価格の度量標準j の変更とはなんらのかかわりもない。 m  

格の度量標準J の変化と価値尺度の変化とを混同してはならない。 .

(経済学部教授〉
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